私たちは研究機関の評価をこう考える
中嶋　信美、Nakajima Nobuyosi

（筑波研究学園都市研究機関労働組合協議会　副議長）

１．はじめに

我々が勤務する独立行政法人（独法）は、1998年6月に成立した「中央省庁等改革基本法」の第36条に「国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要はないが、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるか、又は一の主体に独占して行わせることが必要であるものについて、これを効率的かつ効果的に行わせるにふさわしい自律性、自発性及び透明性を備えた法人」と規定されている。独法制度を導入した橋本行革では「政策立案機能」と「政策実施機能」を分離することによって「中央省庁の再編」をおこなったが、独法の運営や評価手法については十分な議論が行われないまま、実行に移すことが決定した。その後、国立病院や検査業務部門などが独法化され、次いで昨年度は事業独法と研究独法が無理矢理、整理・統合化された。このように10年以上の間、国立試験研究機関はその業務内容の善し悪しとは無関係に、その時々の行革・政策の失敗の隠れ蓑として利用・翻弄されてきた。さらに、政府は不祥事を起こした事業独法の評価がA評価であったことの反省から、所轄府省の独法評価委員会を廃止し、内閣府による独法評価の一元化を推し進めようとしている。

　我々が国公労連と毎年共催している国立試験研究機関全国交流集会（国研集会）では、処遇やモラルなど主として研究者個人に大きく関わる問題をメインテーマとしてきたが、今年度の国研集会実行委員会では以下の議論がなされた。

１）独法の整理合理化計画で、独法の評価のあり方に関わって内閣の一元的関与の強化がうたわれるなど、「評価問題」が浮上している。

２）整理合理化計画のゼロベース見直しというのは、独法の根本的な社会的評価に関わる問題でもある。

３）社会的な基盤をささえる研究開発に携わる研究機関は社会的な評価がきちんとなされているのか？　研究機関の評価システムを問い、評価のあるべき姿を考えたい。

４）「研究機関の評価」について議論をしていかないと「個人評価」そのものも、「科学技術の発展への貢献度」という視点からの評価がなされなくなりかねない。

５）研究機関評価は政府の科学技術基本計画を実現する視点で評価がなされているのか？

以上の議論をふまえ、独法が第一期中期計画終了時点でどのような評価を受けたのか。評価の問題点は何か。内閣府による独法評価の一元化に対してどのような危惧をいだいているのかを集約するために、単組・分会代表者に対し記述式のアンケートを実施し、研究独法労組の意見を集めた。

２．アンケートの内容

国公労連傘下の単組・分会に対し以下の設問を記述式で回答してもらった。

１）第１期中期目標期間において、各府省に設置された独法評価委員会による貴法人の評価にはどのような指摘がありましたか？また、評価結果に対するみなさんのご意見をお書きください。

２）同時期の総務省・政独委の貴法人の評価はどのような指摘がありましたか？また、評価結果に対するご意見をお書きください。

３）政府の掲げる科学技術政策目標の実現には、現在のような組織評価が効果的だと思いますか？問題があるとすればどのような点を改善すれば良いと思いますか。

４）政府は独法を評価するにあたり、今後は府省における評価委員会を廃止して、内閣による一元的な評価システムを導入しようと考えています。内閣による一元的な評価システムを導入した場合、懸念される点をお書きください。

３．アンケートの結果

１５の単組・分会から回答を得た。

１）独法評価委員会による評価結果と労組の意見

回答があった全ての法人で「おおむね良好」「A」あるいは「S」の評価であった。指摘事項で共通するのは、さらなる「事業の効率化」、「アウトソーシング化」、「競争的資金の獲得促進」、「人員削減」であった。これに対し労組の意見の多くは「評価結果はおおむね妥当」としつつも、「評価期間の短さ（年度評価のこと）による研究分野の偏重」、「評価疲れ」を訴えていた。

２）政策・独法評価委員会（政独委）による評価結果と労組の意見

政独委の意見はおおむね横並びで、「組織の統合や廃止」を求めていました。これに対し労組からの意見は「整理合理化計画に対応する形だけのもの」であり、「研究機関としての正当な評価とはほど遠い。」との意見が出されていた。

３）科学技術政策目標の達成の可否については、「基礎研究が切り捨てられている。」、「目先の業績重視は問題」、「まずは削減ありきで研究意欲がなくなる。」、「評価基準が研究独法の評価になじまない」などの意見があり、現在の評価基準では科学技術政策目標の達成は危ぶまれるとの意見が大勢を占めた。

４）内閣府による評価の一元化については、全ての回答で研究独法の専門性や特殊性が無視される画一的な評価になるのではないかという危惧が指摘された。

４．回答結果から導き出された組織評価の問題点

以上の回答から独法評価委員会による評価の問題点として、

１）　評価期間が短く、長期的あるいは基礎的な研究がやりにくい状況が発生している。

２）　評価のために準備が現場の研究時間を奪っており、研究所の本来任務である研究業務に支障をきたしている。

３）　高い評価を受けても研究環境改善につながらないため、現場のやる気が減退しつつある。

以上3点が挙げられる。

また、政独委による評価の問題点として

１）　研究独法の専門性や特殊性が無視されており、交付金削減のための評価で、科学技術基本計画実現を目指した評価となっていない。

２）　統合や廃止ありきの評価で政策評価と組織評価がごちゃ混ぜになっている。

以上2点が挙げられる。

５．私たちの提言

最初に述べたように研究独法は設立前からその功罪について十分な議論がなされず、あたかも政府の事業部門の民営化を防ぐためのスケープゴートのようになってきた。設立後も他の事業独法と同じ観点で評価されてきた。そこには政府の科学技術政策目標を実現するという視点はないため、このまま同じような評価を続けていくと、いずれは多くの研究独法が立ちゆかなくなり、日本の科学技術レベルの低下をまねくことは必至である。そこで私たちは、研究独法の評価にあたり以下の改善点と反省を提言した。

１）　研究独法と事業独法とを別々の評価基準で評価する。

２）　評価は研究内容が理解可能な組織に任せる

３）　評価結果に応じた交付金配分をおこない、研究意欲を引き出す。

４）　これ以上の統合化はかえって非効率的なのでやめる。

５）　私たちも国民（特にマスコミ）に私たちの仕事の重要性を理解してもらうよう努力する。
















